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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期
第２四半期
連結累計期間

第47期
第２四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 124,157 91,494 240,302

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 8,842 △2,238 4,652

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失

（△）

（百万円） 7,963 △1,267 2,090

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △22,665 △20,072 △50,923

純資産額 （百万円） 524,678 475,145 495,317

総資産額 （百万円） 720,989 684,515 707,601

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）

（円） 139.34 △22.17 36.58

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 61.2 59.4 59.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 23,341 27,597 57,659

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △54,503 △36,801 △125,771

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 24,407 15,597 54,816

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（百万円） 135,247 126,989 126,570

 

回次
第46期
第２四半期
連結会計期間

第47期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 19.90 △55.58

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、当第２四半期連結会計期間より、以下のセグメントにおいて主要な関係会社に異動がありました。

 

（その他）

連結子会社であった㈱ジャペックスフィリピンは、平成28年７月28日に清算結了しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスク及び前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当第２四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

（新たに発生した事業等のリスク）

発電事業に関するリスク

　当社は、他社との共同出資会社を通じて発電事業を推進しておりますが、発電所建設のための環境影響評価法に

もとづく諸手続きの遅延や評価結果による追加的な対応が必要となった場合は、資金負担額が増加する可能性があ

ります。また、電気事業に係る政策の見直しや市況の変化等により、将来の電力の販売に悪影響を及ぼす可能性が

あります。

 

（前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更）

　前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクのうち、「第一部　企業情報　第２　事業の状況　４．

事業等のリスク　３　事業に関するリスクについて　（８）海外事業に関するリスク　④　カナダ　アルバータ州

Hangingstone鉱区オイルサンド開発事業の進捗状況」に関し、カナダ　アルバータ州Hangingstone鉱区の拡張開発

事業における初期開発に係る総投資額を見直した結果、総投資額は約16.7億カナダドル（JACOS※権益分として約

12.5億カナダドル）の見込みから約20億カナダドル（JACOS権益分として約15億カナダドル）の見込みに変更とな

りました。

 

※JACOSは、当社の連結子会社カナダオイルサンド㈱の完全子会社（現地操業会社）Japan Canada Oil Sands

Limitedの略

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間における売上高は91,494百万円と前年同期に比べ32,663百万円の減収（△26.3％）と

なり、売上総利益は11,675百万円と前年同期に比べ14,733百万円の減益（△55.8％）となりました。前年同期に比

べ減収減益となった主な要因は、原油及び天然ガスの販売価格下落に加え、国産原油及び国内天然ガスの販売数量

減少によるものであります。

探鉱費は、主に海外における支出が大きく減少したことにより645百万円と前年同期に比べ4,124百万円減少（△

86.5％）し、販売費及び一般管理費は、主に国内における支出が大きく減少したことにより14,243百万円と前年同

期に比べ1,987百万円減少（△12.2％）した結果、営業損益は、前年同期に比べ8,621百万円減益の3,213百万円の

営業損失（前年同期は5,407百万円の営業利益）となりました。経常損益は、主に持分法による投資利益が減少し

たことにより前年同期に比べ11,081百万円減益の2,238百万円の経常損失（前年同期は8,842百万円の経常利益）と

なりました。

税金等調整前四半期純損益は、経常利益から経常損失へ転じたことを受けて前年同期に比べ11,280百万円減益の

2,509百万円の税金等調整前四半期純損失となり、親会社株主に帰属する四半期純損益は、前年同期に比べ9,230百

万円減益の親会社株主に帰属する四半期純損失1,267百万円となりました。

 

なお、売上高の内訳は次のとおりであります。

（イ）原油・天然ガス

原油・天然ガス（液化天然ガス（LNG）及びビチューメンを含む）の売上高は、主に販売価格が下落した

ことに加え、国産原油及び国内天然ガスの販売数量が減少したことに伴い、71,951百万円と前年同期に比べ

26,162百万円の減収（△26.7％）となりました。

（ロ）請負

請負（掘さく工事及び地質調査の受注等）の売上高は、3,987百万円と前年同期に比べ1,555百万円の減収

（△28.1％）となりました。

（ハ）その他

液化石油ガス（LPG）・重油等の石油製品等の販売、天然ガス等の受託輸送及びその他業務受託等の売上

高は、15,555百万円と前年同期に比べ4,945百万円の減収（△24.1％）となりました。

 

主なセグメントごとの業績（セグメント間の内部取引消去前）は、次のとおりであります。

 

①　日本

日本セグメントの売上高は主に原油及び天然ガス（LNG含む）、請負、石油製品等により構成されておりま

す。当第２四半期連結累計期間における売上高は、原油及び天然ガスの販売価格下落に加え、国産原油及び天

然ガスの販売数量減少に伴い、87,975百万円と前年同期に比べ29,256百万円の減収（△25.0％）となりまし

た。セグメント利益は、販売費及び一般管理費は減少したものの、前述の売上高の減収に伴い7,520百万円と

前年同期に比べ7,575百万円の減益（△50.2％）となりました。

②　北米

北米セグメントの売上高は主に原油及び天然ガス（ビチューメン含む）により構成されております。当第２

四半期連結累計期間における売上高は、主に販売価格が下落したことにより2,595百万円と前年同期に比べ

3,425百万円の減収（△56.9％）となりました。セグメント損失は、販売費及び一般管理費は減少したもの

の、前述の売上高の減収に伴い4,034百万円（前年同期は3,589百万円のセグメント損失）となりました。
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③　欧州

欧州セグメントにおいては、英領北海アバディーン沖合に位置する海上鉱区での探鉱活動を実施しておりま

す。当第２四半期連結累計期間におけるセグメント損失は探鉱費の減少により101百万円（前年同期は3,582百

万円のセグメント損失）となりました。

④　中東

中東セグメントの売上高は主に原油により構成されております。当第２四半期連結累計期間における売上高

は、販売数量が増加したものの、販売価格が下落したことに伴い、22,378百万円と前年同期に比べ915百万円

の減収（△3.9％）となりました。セグメント損益は、売上原価の増加に伴い1,497百万円のセグメント損失

（前年同期は2,798百万円のセグメント利益）となりました。

 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ23,086百万円減少し、684,515百万

円となりました。主な要因は、生産物回収勘定において回収が進んだこと等により投資その他の資産合計が11,897

百万円減少したことや、為替の影響等により有形固定資産合計が7,653百万円減少となったことに加え、流動資産

合計が2,617百万円減少したことによるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ2,914百万円減少の209,369百万円となりました。主な要因は、流動負債合

計が1,558百万円減少となったことや、為替の影響により長期借入金が減少したこと等により固定負債合計が1,356

百万円減少したことによるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ20,171百万円減少し475,145百万円となりました。主な要因は、為替換

算調整勘定が16,187百万円、非支配株主持分が5,925百万円、利益剰余金が2,302百万円それぞれ減少したことが、

その他有価証券評価差額金4,235百万円等の増加を上回ったことによるものであります。

 

(2)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ

419百万円増加し、126,989百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は27,597百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純損失2,509百万円

となりましたが、生産物回収勘定の回収額22,332百万円、減価償却費7,337百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は36,801百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出31,195百

万円、生産物回収勘定の支出11,779百万円等の支出額が、利息及び配当金の受取額2,292百万円、投資有価証券の

売却及び償還による収入2,182百万円や、有償減資による収入1,570百万円等の収入額を上回ったことによるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は15,597百万円となりました。これは主に長期借入れによる収入18,009百万円等の

収入額が、配当金の支払額1,428百万円等の支払額を上回ったことによるものであります。

 

　また、現金及び現金同等物に係る為替換算差額は、5,974百万円の資金の減少となりました。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりであります。
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（当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉

を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくこと

を可能とする者である必要があると考えております。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行

われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買

付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しない

もの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするも

の等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、当社の企業価値の源泉

を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を

執ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

 

（当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の概要）

１．目的

　当社株式の大量買付が行われる場合に、株主が適切な判断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保すると

ともに、買収者との交渉の機会を確保すること等を通じて、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買収を抑止

し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させること。

 

２．基本的な仕組み

　当社株式の20％以上を取得しようとする者が遵守すべき手続を設定のうえ、かかる手続が遵守されない場合また

は企業価値・株主共同の利益が毀損されると認められる場合に、当社が対抗措置を実施することがあり得ることを

事前に警告することをもってする買収防衛策（事前警告型買収防衛策）。

 

３．導入に係る手続

　平成20年６月25日開催の第38回定時株主総会において、当社定款に買収防衛策の導入等に関する根拠条文を置く

ための定款変更議案に加え、買収防衛策の内容に関する議案について承認を得て導入しました。その後、平成23年

６月24日開催の第41回定時株主総会及び平成26年６月25日開催の第44回定時株主総会において、買収防衛策を一部

改定の上、更新する議案について承認を得ました。

 

４．有効期間

　平成26年６月25日開催の第44回定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時まで。

 

５．発動に係る手続

　イ）買収者に対し、買収防衛策に定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を含む法的拘束力のある「意向表明

書」の提出を求めます。そして、これを受領した日から10営業日以内に、必要な情報が記載された「買付説

明書」の提出を求めます。

　ロ）取締役会において、買収者の提案の評価や代替案の検討等を行います（原則60日）。

　ハ）独立委員会において、買収者の提案と取締役会の事業計画の比較検討、取締役会の提示する代替案の検討等

を行うほか、買収者との交渉・協議を行います（原則60日。合理的理由がある場合、さらに最長で30日の延

長も可能）。

　ニ）独立委員会は、買収者の行為が企業価値又は株主共同の利益を毀損するか否か（毀損する場合、その程度）

等を勘案し、その発動の実施又は不実施を取締役会に対し勧告します（発動に際し、株主総会の承認を得る

べき留保を付すことも可能）。
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　ホ）取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、会社法上の機関としての決議を行います。

 

６．独立委員会の設置

　取締役会の恣意的判断を排除し、対抗措置の発動・不発動の判断の客観性を高めるため、社外取締役、社外監査

役、社外有識者から構成される独立委員会を設置しております。

独立委員会の委員は次のとおりです。

　土屋恵一郎　明治大学長

　小島　　明　当社社外取締役

　渡辺　裕泰　当社社外監査役

 

７．対抗措置

　新株予約権の無償割当て（概要は下記８．のとおり）とし、買収者以外の株主に新株を交付することにより、買

収者の持分の希釈化を図ります。

 

８．本新株予約権の無償割当ての概要

　イ）本新株予約権の数

　　　　取締役会又は株主総会決議（本決議）で別途定める一定の日（割当期日）における発行済株式総数と同数

（自己株式を除く）

　ロ）割当対象株主

　　　　割当期日における株主（当社を除く）

　ハ）効力発生日

　　　　本決議で別途定める日

　ニ）目的株式数

　　　　本新株予約権１個につき、目的となる株式の数は、原則１株

　ホ）行使期間

　　　　１ヶ月から６ヶ月までの範囲で別途本決議で定める期間

　ヘ）行使条件

　　　　20％以上を保有する者又は20％以上を買付けようとする者（非適格者）は、本新株予約権を行使すること

ができないこととする。

　ト）当社による本新株予約権の取得

　　　　行使期間開始日の前日までの間、取締役会が別途定める日をもって、全ての新株予約権を無償で取得する

ことができる。

　　　　取締役会が別途定める日をもって、非適格者以外の者が有する本新株予約権のうち、未行使のものを全て

取得し、これと引換えに、株式を交付することができる。

 

（当社の買収防衛策（本プラン）の合理性）

１．買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足しています。

 

２．株主意思を重視するものであること

　本プランは、前述のとおり、平成20年６月25日開催の第38回定時株主総会においてこれを付議し、承認可決さ

れ、さらには、平成23年６月24日開催の第41回定時株主総会及び平成26年６月25日開催の第44回定時株主総会にお

いてその更新を付議し、承認可決されております。
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　また、本プランに定める一定の場合には、本プランの発動の是非についても、株主総会の決議を得ることにより

株主の皆様の意思を確認することとしております。

　加えて、本プランには、有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が付されているほか、その有効期間

の満了前であっても、株主総会または取締役会の決議によって本プランを廃止することができます。

 

３．独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示

　前述のとおり、本プランの発動等の運用に際しての実質的な判断は、独立性の高い社外取締役等のみから構成さ

れる独立委員会により行われることとされています。

　また、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の

利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

 

４．合理的な客観的要件の設定

　本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、取締役会による恣意

的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

 

５．第三者専門家の意見の取得

　買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護

士、税理士、コンサルタントその他の専門家の助言を受けることができるものとされています。これにより、独立

委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。

 

６．デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株券等を大量に買い付けた者が、自己の指名する取締役を株主総会で選任し、かかる取締役

で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能です。従って、本プランは、デッドハンド型買収防

衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社においては取締役の期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）

でもありません。

 

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は105百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5)　主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、Japan Canada Oil Sands Limited（JACOS）のカナダ　アルバータ州

Hangingstone鉱区オイルサンド拡張開発事業について、この度、ビチューメン生産開始時期および投資額を見直し

た結果、平成29年央に生産開始を予定するとともに、JACOSによる投資額は、見直し前に想定していた約12.5億カ

ナダドルから約15億カナダドルに増加する見込みとなっております。

また、JAPEX Montney Ltd.のカナダ　ブリティッシュ・コロンビア州におけるシェールガス開発・生産プロジェ

クトの「坑井、生産設備等（完成予定年月：平成32年）」について、プロジェクトスケジュールの見直しにより、

完成予定年月を「平成34年」と変更しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 57,154,776 57,154,776
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 57,154,776 57,154,776 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 57,154,776 － 14,288 － －
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

経済産業大臣 東京都千代田区霞が関１丁目３番１号 19,432,724 34.00

国際石油開発帝石株式会社 東京都港区赤坂５丁目３番１号 2,852,212 4.99

ＪＦＥエンジニアリング株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８番１号　 1,848,012 3.23

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号　 1,422,500 2.49

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 1,219,900 2.13

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)

（常任代理人　三菱東京UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

1,171,050 2.05

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１番２号 1,149,984 2.01

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY

(常任代理人　香港上海銀行東京支

店　カストディ業務部）　

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

 

（東京都中央区日本橋３丁目１１番１号）

 

1,037,552 1.82

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 1,001,700 1.75

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 720,152 1.26

計 － 31,855,786 55.74

 

（注）平成28年８月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、Wellington Management Company LLP

及びその共同保有者である Wellington Management Japan Pte Ltd が平成28年８月15日現在で以下の株式を所有してい

る旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の

数（株）

株券等保有割合

（％）

Wellington Management Company

LLP

アメリカ合衆国、02210 マサチューセッツ州

ボストン、コングレス・ストリート280
2,735,753 4.79

Wellington Management Japan Pte

Ltd

東京都千代田区丸の内一丁目1番1号パレスビ

ル7階（日本における営業所）
404,502 0.71
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         2,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式    57,139,400 571,394 －

単元未満株式 普通株式        13,276 － －

発行済株式総数 57,154,776 － －

総株主の議決権 － 571,394 －

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

石油資源開発株

式会社

東京都千代田区丸

の内一丁目７番12

号

2,100 － 2,100 0.00

計 － 2,100 － 2,100 0.00

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　・役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役　＊
カンゲアンプロジェクト

現地統轄補佐

アジア・オセアニア事業

本部長
田中　啓誉 平成28年９月25日

　　　　＊執行役員を兼任しております。

 

　　（参考情報）

　当社は執行役員制度を導入しておりますが、前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間におけ

る取締役を兼任しない執行役員の異動は次のとおりです。

 

　・役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

執行役員

アジア・オセアニア事業

本部長、

アジア・オセアニア事業

本部北京事務所長

アジア・オセアニア事業

本部副本部長、

アジア・オセアニア事業

本部北京事務所長

国安　稔 平成28年９月25日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 104,359 126,958

受取手形及び売掛金 ※１ 24,642 ※１ 20,854

有価証券 23,551 1,299

商品及び製品 4,414 4,566

仕掛品 29 288

原材料及び貯蔵品 4,135 6,089

その他 12,536 10,991

貸倒引当金 △30 △28

流動資産合計 173,638 171,020

固定資産   

有形固定資産   

建設仮勘定 179,420 180,577

その他（純額） 156,797 147,986

有形固定資産合計 336,218 328,564

無形固定資産   

その他 9,698 8,780

無形固定資産合計 9,698 8,780

投資その他の資産   

投資有価証券 135,261 137,494

その他 55,691 41,419

貸倒引当金 △58 △58

海外投資等損失引当金 △2,847 △2,705

投資その他の資産合計 188,046 176,149

固定資産合計 533,963 513,494

資産合計 707,601 684,515
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,585 9,265

引当金 68 117

その他 23,636 21,349

流動負債合計 32,290 30,731

固定負債   

長期借入金 130,030 128,109

繰延税金負債 24,267 25,621

引当金 229 454

退職給付に係る負債 3,574 3,476

資産除去債務 17,811 17,209

その他 4,079 3,767

固定負債合計 179,994 178,638

負債合計 212,284 209,369

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,288 14,288

資本剰余金 157 157

利益剰余金 345,674 343,372

自己株式 △10 △10

株主資本合計 360,109 357,807

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 50,554 54,790

繰延ヘッジ損益 3 △2

為替換算調整勘定 10,087 △6,099

退職給付に係る調整累計額 253 266

その他の包括利益累計額合計 60,899 48,955

非支配株主持分 74,308 68,382

純資産合計 495,317 475,145

負債純資産合計 707,601 684,515
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自平成27年４月１日
　至平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日
　至平成28年９月30日)

売上高 124,157 91,494

売上原価 97,748 79,819

売上総利益 26,408 11,675

探鉱費   

探鉱費 4,791 712

探鉱補助金 △21 △67

探鉱費合計 4,769 645

販売費及び一般管理費 ※ 16,231 ※ 14,243

営業利益又は営業損失（△） 5,407 △3,213

営業外収益   

受取利息 800 587

受取配当金 1,046 1,045

持分法による投資利益 2,350 71

その他 424 520

営業外収益合計 4,622 2,224

営業外費用   

支払利息 392 472

為替差損 593 491

その他 201 284

営業外費用合計 1,187 1,249

経常利益又は経常損失（△） 8,842 △2,238

特別利益   

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除却損 71 21

事業整理損失引当金繰入額 － 249

その他 1 0

特別損失合計 72 270

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
8,770 △2,509

法人税等 3,660 414

四半期純利益又は四半期純損失（△） 5,109 △2,924

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,853 △1,657

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
7,963 △1,267
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自平成27年４月１日
　至平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日
　至平成28年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 5,109 △2,924

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △20,205 4,249

繰延ヘッジ損益 △55 △6

為替換算調整勘定 △7,512 △20,434

退職給付に係る調整額 6 71

持分法適用会社に対する持分相当額 △9 △1,027

その他の包括利益合計 △27,775 △17,148

四半期包括利益 △22,665 △20,072

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △17,480 △14,450

非支配株主に係る四半期包括利益 △5,185 △5,622
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自平成27年４月１日
　至平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日
　至平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
8,770 △2,509

減価償却費 8,501 7,337

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △333 88

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △114 △97

海外投資等損失引当金の増減額（△は減少） △129 △142

受取利息及び受取配当金 △1,847 △1,633

支払利息 392 472

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 4 1

持分法による投資損益（△は益） △2,350 △71

生産物回収勘定の回収額 20,196 22,332

売上債権の増減額（△は増加） 3,394 3,756

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,103 △2,385

仕入債務の増減額（△は減少） △4,307 41

その他 △5,157 479

小計 29,124 27,671

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △5,782 △73

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,341 27,597

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △550 △60

定期預金の払戻による収入 1,489 60

有価証券の売却及び償還による収入 1,200 －

有形固定資産の取得による支出 △38,212 △31,195

無形固定資産の取得による支出 △499 △147

投資有価証券の取得による支出 △221 △120

投資有価証券の売却及び償還による収入 9 2,182

出資金の払込による支出 △2,258 △270

生産物回収勘定の支出 △23,357 △11,779

貸付けによる支出 △7 △13

貸付金の回収による収入 4,940 710

利息及び配当金の受取額 2,949 2,292

有償減資による収入 613 1,570

その他 △600 △31

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,503 △36,801
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自平成27年４月１日
　至平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日
　至平成28年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 193,865 －

短期借入金の返済による支出 △242,213 －

長期借入れによる収入 76,807 18,009

長期借入金の返済による支出 △10,005 －

配当金の支払額 △1,469 △1,428

非支配株主への配当金の支払額 △2,156 △315

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△398 －

利息の支払額 △376 △367

リース債務の返済による支出 △325 △312

非支配株主からの払込みによる収入 10,680 12

財務活動によるキャッシュ・フロー 24,407 15,597

現金及び現金同等物に係る換算差額 △655 △5,974

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,409 419

現金及び現金同等物の期首残高 142,657 126,570

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 135,247 ※ 126,989
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　(1)　連結の範囲の重要な変更

　　当第２四半期連結会計期間において、㈱ジャペックスフィリピン及び㈱ジャペックスブトンは清算結了し

たため、連結の範囲から除いております。ただし、清算日までの損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書

について連結しております。

 

　(2)　持分法適用の範囲の重要な変更

　　持分法適用の範囲に重要な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間より、重要性が増したこと

から、持分法を適用するに際し日本海洋掘削㈱の子会社及び関連会社を当該会社に含めて計算しておりま

す。

 

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間から適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（原価差異の繰延処理）

操業度の時期的な変動により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該原

価差異を流動資産（その他）及び流動負債（その他）として繰り延べております。

 

　（税金費用の計算）

　税金費用については、当社及び一部の連結子会社は当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を第１四

半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１.受取手形及び売掛金には、工事未収入金を含めております。

 

　２.偶発債務

（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

(1) 金融機関からの借入金に対する保証債務  

インペックス北カスピ海石油㈱ 12,025 インペックス北カスピ海石油㈱ 10,373

サハリン石油ガス開発㈱ 4,837 サハリン石油ガス開発㈱ 5,647

従業員（住宅資金借入） 276 従業員（住宅資金借入） 249

熊本みらいエル・エヌ・ジー㈱ 70 熊本みらいエル・エヌ・ジー㈱ 67

    

(2) 生産設備に関連する債務に対する保証  

Kangean Energy Indonesia Ltd. 8,961 Kangean Energy Indonesia Ltd. 6,753

合計 26,171 合計 23,091

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
　前第２四半期連結累計期間
（自平成27年４月１日
　　至平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自平成28年４月１日
　　至平成28年９月30日）

人件費 5,855 6,022

（うち退職給付費用） 313 393

（うち役員賞与引当金繰入額） 40 32

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 34 10

減価償却費 2,202 2,056

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自平成27年４月１日
至平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自平成28年４月１日
至平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 75,756 126,958

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △1,549 △868

取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する

短期投資等
  

（有価証券）コマーシャル・ペーパー 25,998 －

（有価証券）マネー・マネージメント・　

ファンド他
35,041 900

現金及び現金同等物 135,247 126,989
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,428 25 平成27年３月31日平成27年６月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月６日

取締役会
普通株式 1,428 25 平成27年９月30日平成27年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,428 25 平成28年３月31日平成28年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 285 5 平成28年９月30日平成28年12月13日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
 日本 北米 欧州 中東 計

売上高          

外部顧客への

売上高
117,232 6,020 － 904 124,157 － 124,157 － 124,157

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

0 － － 22,389 22,389 － 22,389 △22,389 －

計 117,232 6,020 － 23,293 146,546 － 146,546 △22,389 124,157

セグメント利益

又は損失（△）
15,096 △3,589 △3,582 2,798 10,723 △33 10,689 △5,281 5,407

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東南アジア等を含ん

でおります。

　　 ２．セグメント利益又は損失の調整額△5,281百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△5,282百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費及び試験研究費であります。

    ３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
 日本 北米 欧州 中東 計

売上高          

外部顧客への

売上高
87,975 2,595 － 923 91,494 － 91,494 － 91,494

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

0 － － 21,455 21,455 － 21,455 △21,455 －

計 87,975 2,595 － 22,378 112,949 － 112,949 △21,455 91,494

セグメント利益

又は損失（△）
7,520 △4,034 △101 △1,497 1,887 △46 1,840 △5,054 △3,213

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東南アジア等を含ん

でおります。

　　 ２．セグメント利益又は損失の調整額△5,054百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△5,055百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費及び試験研究費であります。

    ３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（有価証券関係）

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会
計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。
 
その他有価証券
前連結会計年度（平成28年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1)株式 24,026 93,833 69,806

(2)債券    

国債・地方債等 － － －

社債 141 140 △1

その他 400 399 △0

(3)その他 24,654 24,656 1

合計 49,223 119,029 69,806

 

当第２四半期連結会計期間（平成28年９月30日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1)株式 24,027 99,734 75,707

(2)債券    

国債・地方債等 － － －

社債 30 30 △0

その他 400 399 △0

(3)その他 902 903 0

合計 25,360 101,068 75,707
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自平成27年４月１日
至平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自平成28年４月１日
至平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
139円34銭 △22円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

7,963 △1,267

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

7,963 △1,267

普通株式の期中平均株式数（千株） 57,152 57,152

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

平成28年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）　中間配当による配当金の総額………………285百万円

（ロ）　１株当たりの金額……………………………５円00銭

（ハ）　支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成28年12月13日

　（注）　平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月10日

石油資源開発株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 古杉　裕亮　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 髙橋　　聡　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 吉田　　剛　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石油資源開発

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１

日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石油資源開発株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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